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次世代地域情報プラットフォームの研究開発
-自治体情報システムの抜本改革-

総務省　情報通信政策局

地方情報化推進室



プラットフォームのコンセプト
地方公共団体をはじめ地域に存在するすべての情報システムの自由自在な連携や組み替えを実現するシステム構築・連
携手法の標準化
　→　機能のユニット化と基盤の共通化

地方公共団体をはじめ地域に存在するすべての情報システムの自由自在な連携や組み替えを実現するシステム構築・連
携手法の標準化
　→　機能のユニット化と基盤の共通化
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次世代地域情報プラットフォーム
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の運用体制についても検討

公営企業Ｙ
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プラットフォームの全体像

１．システムの構成単位（粒度）の標準化 ＜サービス参照モデル＞
　①県・市毎のシステム体系、②各システムの全体の機能、③各システムの個別機能の構成単位（粒度）を標準化
　④官民連携について連携の大枠を設定（予め設定できるもの、自主的に定めるもの）　　

１．システムの構成単位（粒度）の標準化 ＜サービス参照モデル＞
　①県・市毎のシステム体系、②各システムの全体の機能、③各システムの個別機能の構成単位（粒度）を標準化
　④官民連携について連携の大枠を設定（予め設定できるもの、自主的に定めるもの）　　

２．業務の手順（業務プロセス）の標準化 ＜業務参照モデル＞
　システム内・システム間の処理の手順を標準化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＜システム内プロセス、システム間プロセス＞

２．業務の手順（業務プロセス）の標準化 ＜業務参照モデル＞
　システム内・システム間の処理の手順を標準化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　＜システム内プロセス、システム間プロセス＞

３．データの標準化 ＜データ参照モデル＞
　システム内・システム間のデータを標準化（データ項目辞書）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３．データの標準化 ＜データ参照モデル＞
　システム内・システム間のデータを標準化（データ項目辞書）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４．システム連携技術の開発・標準化 ＜技術参照モデル＞
　プラットフォーム上で利用するシステム連携技術を標準化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・ＷｅｂサービスやＸＭＬなど、特定のベンダーやＯＳに依存しない技術規格を採用・開発
　・システム連携で必要となる、シングルサインオン、セキュリティ、トランザクション管理、などの機能を標準化

４．システム連携技術の開発・標準化 ＜技術参照モデル＞
　プラットフォーム上で利用するシステム連携技術を標準化　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・ＷｅｂサービスやＸＭＬなど、特定のベンダーやＯＳに依存しない技術規格を採用・開発
　・システム連携で必要となる、シングルサインオン、セキュリティ、トランザクション管理、などの機能を標準化

○システム間のインターフェイスの標準化
　システムの外部との接続に必要となる、①情報処理の起動方法、②やりとりするデータの形式の仕様を標準化

○システム間のインターフェイスの標準化
　システムの外部との接続に必要となる、①情報処理の起動方法、②やりとりするデータの形式の仕様を標準化

○データのＸＭＬスキーマ（意味情報）の標準化○データのＸＭＬスキーマ（意味情報）の標準化

(成果物)

○統合データベースの標準化（データの範囲など）○統合データベースの標準化（データの範囲など）
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○システム連携技術の標準化○システム連携技術の標準化
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業務モデルの標準化文書イメージ１
【データ参照モデル：ＤＲＭ】 【システム関連図：ＤＦＤ】

・業務で活用するデータの一覧
・データ粒度、項目、表現方法が統一され、データ
管理やデータ連携の負荷が軽減する

・業務で活用するシステムの一覧とその関連
・システム粒度、機能粒度が統一され、システムの
依存関係が明らかになり、システム管理やシス
テム連携が効率化される

業務識別 サブジェクト領域 情報体系 データ定義 データ属性定義
大分類 中分類 (スーパータイプ）

個人・世帯帳情報 個人番号
世帯番号
住民種別
住民状態
世帯主氏名
世帯主氏名カナ
住所
方書
郵便番号
氏名
氏名カナ
性別
生年月日年号
生年月日 西暦年月日
続柄

印鑑登録情報 登録番号
登録年月日 西暦年月日
登録事由
廃止年月日 西暦年月日
廃止事由

国民健康保険情報 国保番号
資格区分
取得異動年月日 西暦年月日
取得異動事由
喪失異動年月日 西暦年月日
喪失異動事由
退職区分
退職扶養関係番号
退職該当年月日 西暦年月日
退職非該当年月日 西暦年月日

国民年金情報 年金記号番号
種別
取得年月日 西暦年月日
喪失年月日 西暦年月日
変更年月日 西暦年月日

介護保険情報 被保険者番号
取得年月日 西暦年月日
喪失年月日 西暦年月日
認定開始日 西暦年月日
認定終了日 西暦年月日

児童手当情報 開始年月 西暦年月日
終了年月 西暦年月日

住
民
情
報

個
別
事
項
情
報

住
民
系
サ
ー
ビ
ス
業
務

住
民
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報
系

　１．住民基本台帳システム

住民／電子申請
システム（受付側）

転入届
転出証明書

1.1.1.転入

転居届 転出届世帯変更届

住民／電子申請
システム（受付側）

住民／電子申請
システム（受付側）

住民／電子申請
システム（受付側）

1.1.2.転居 1.1.4.世帯変更

1.1.3.転出

住民／電子申請
システム（通知側）

住民票コード通知書

転入通知
附票記載事由通知

他市区町村

1.1.5.戸籍届出による
異動（増加）

1.1.6.戸籍届出による
異動（減少）

他部門

他市区町村

戸籍届出書

住民票記載事項通知

戸籍届出書

住民票記載事項通知

1.2.1.職権

1.4.2.住民票記載
事項更新

1.4.1.住民票
情報照会

住民／電子申請
システム（受付側）

1.5.1.証明書発行

発行 照会／更新

照会

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

証明書記載情報

住民／電子申請
システム（通知側）

証明書発行申請書

住民票（写し）

（収納システム）

収納情報

1.3.1.改製

発行発行

発行

1.6.1.統計

1.5.2.通知書発行

転入通知
附票記載事由通
知

原票

発行

転入・転出者数表

都道府県他市区町村

住民（通知側）

公示送達書

軽自動車税
システム

（住基ネットワーク
システム）

市町村民税
システム

印鑑登録
システム

他市区町村

改製

異動／照会情報

異動情報

異動情報

異動情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動／照会情報

異動情報

証明書記載情報

更新情報

更新情報

更新情報

更新情報

更新情報

介護保険
システム

国民健康保険
システム

国民年金
システム

児童手当
システム

選挙システム

個人

世帯
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業務モデルの標準化文書イメージ２

【業務流れ図：ＷＦＡ】

1.1.1.転入処理

4.2.1.外国人変更
処理（転入）

開始
(引越【転入】)

日本人？

3.1.1.登録処理
(本人)

3.2.1.登録処理
(本人以外)

本人？

印鑑登録？
終了

(引越【転入】)

X.X.X申告処理

6.1.1.登録・変更処理
（市町村受付）

原付？

自動車所有？

6.1.3.登録・変更処理
（陸運事務局受付）

ユニット内プロセス 外国人新規登録処理（16歳以上）
ｲﾍﾞﾝﾄ名
4.1.1.

入国管理局外録ｼｽﾃﾑ住民課住民（外国人）

原票登録原票登録

登録申請書
写真（2枚）

照会照会

外国人新規
登録処理

外国人新規
登録処理

●

受付・審査
処理

受付・審査
処理

陳述書
申請書（写）
写真（1枚）

回答書

調製依頼用FD
調製用台紙
調整依頼用ﾃﾞｰﾀ一覧表
登録証明書調製依頼書

証明書
交付処理

証明書
交付処理

登録証明書（甲）

外国人登録証明書（甲）

外国人登録証明書（甲）

外国人登録証明書写票
登録証明書交付報告書

登録証明書交付予定期間指定書登録証明書交付予定期間指定書

受付
処理

受付
処理

登録証明書交付予定期間指定書

旅券

受付・審査
回答処理

受付・審査
回答処理

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

交付
処理

交付
処理

原票
作成

原票
作成

外国人登録原票

登録申請書

ｲﾍﾞﾝﾄ名
3.2.1.

ユニット内プロセス 登録処理（本人以外）

他システム印鑑ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

受付処理受付処理

印鑑登録原票

住基システム住基システム

外国人登録
システム

外国人登録
システム

押印

印影データ
登録

印影データ
登録

登録処理
(本人以外)

登録処理
(本人以外)

印鑑印鑑

手数料支払手数料支払

印鑑登録証

通知処理通知処理

受付処理受付処理 照会回答
処理

照会回答
処理

印鑑登録原票副本

申請書作成申請書作成

印鑑登録申請書

通知書取得通知書取得

照会書

交付交付

印鑑登録証

本人確認
処理

本人確認
処理

仮登録処理仮登録処理

目視審査目視審査

通知書登録通知書登録

照会書

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

文書管理システム

印鑑登録申請書

本籍地市区町村

転入元市区町村

他システム住基ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

届出事由処理
（増・減・変更）

届出事由処理
（増・減・変更）

転入届・転出証明書

受付処理受付処理

発行処理発行処理

転入通知

附票記載事由通知

通知処理通知処理

住民票コード通知書
※新規に番号が付与された場合のみ

市町村CS
（住基ネットワーク
システム）

市町村CS
（住基ネットワーク
システム）

転入情報

転出情報

※

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

転入処理転入処理

通知書取得通知書取得

申請書作成申請書作成

目視審査目視審査

通知書登録通知書登録

住民票コード通知書

通知通知

転入通知

通知通知

附票記載事由通知

　他システム
　　・印鑑
　　・国保（資格）
　　・介護（資格）
　　・児童（資格）　
　　・市民税
　　・軽自
　　・選挙

　他システム
　　・印鑑
　　・国保（資格）
　　・介護（資格）
　　・児童（資格）　
　　・市民税
　　・軽自
　　・選挙

異動情報

転入届・転出証明書

文書管理システム

ユニット内プロセス 転入
ｲﾍﾞﾝﾄ名
1.1.1.

ｲﾍﾞﾝﾄ名
3.1.1.

ユニット内プロセス 登録処理（本人）

他システム印鑑ｼｽﾃﾑ住民課電子申請住民

受付処理受付処理

印鑑登録原票

住基システム住基システム

外国人登録
システム

外国人登録
システム

押印

印影データ
登録

印影データ
登録

登録処理
（本人）

登録処理
（本人）

印鑑印鑑

手数料支払手数料支払

印鑑登録証

印鑑登録原票
副本

申請書作成申請書作成

印鑑登録申請書

本人確認
処理

本人確認
処理

仮登録
処理

仮登録
処理

目視審査目視審査

交付交付

印鑑登録証

イベントの
トリガー

手作業 保管 コンピュータ処理 コンピュータ画面 帳票 処理の流れ

文書管理システム

印鑑登録申請書

本籍地

市区町村

1.住民基本台帳
システム

他システム 転入元

市区町村

住民課11.電子申請申請者 本籍地

市区町村

1.住民基本台帳
システム

他システム 転入元

市区町村

住民課11.電子申請申請者

【凡例】
機能の
トリガー

手作業 保管

コンピュータ処理 コンピュータ画面

帳票 処理の流れ

転入届、
転出証明書

申請書作成 目視審査

2.選挙ｼｽﾃﾑ
3.印鑑登録ｼｽﾃﾑ
5.市町村民税ｼｽﾃﾑ
6.軽自動車英ｼｽﾃﾑ
7.国民健康保険ｼｽﾃﾑ
8.介護保険ｼｽﾃﾑ
9.児童手当ｼｽﾃﾑ
他

通知

転入通知

転入処理

転入届、
転出証明書

保管保管

A.住民基本台帳
ﾈｯﾄﾜｰｸｼｽﾃﾑ

受付処理

1.住民基本台帳ｼｽﾃﾑ－1.1.1転入

通知処理

住民票コード通知書

申請書作成

転入機能

※新規に住民票コード番号が付与された場合

通知

附票記載
事由通知

転入通知

附票記載
事由通知

転入届、
転出証明書

・個別手続きの流れ図
・これにより、個別システム内での処
理手順、システムを跨ぐ処理手順が
明確化されるとともに、これを標準
化することで、システム運用、管理、
更新・拡張、が容易になる。

4



技術開発課題

サービス利用者

ネット
ワーク

サービス提供者

サービス監視者

サイトＡ

サイトＢ

サービス開発者

サ
ー
ビ
ス

定
義
・
生
成
・登
録

サービス連携

サービス連携

サービス連携

サービス
稼動状況

サービス連携基盤

サイト運用監視・管理基盤

高付加価値サービス定義・生成基盤

安定・安全な高付加価値サービス
の提供を実現

安定・安全な高付加価値サービス
の提供を実現

サービスサイト運用監視・管理
基盤技術

サービスサイト運用監視・管理
基盤技術

性能のボトルネック等の把握と改
善支援やサービス提供者へのサ
イト稼動状況の提供を実現

性能のボトルネック等の把握と改
善支援やサービス提供者へのサ
イト稼動状況の提供を実現

高付加価値サービスのデザイン
パターン定義技術が確立されてい
ない

高付加価値サービスのデザイン
パターン定義技術が確立されてい
ない

サイト間のサービス連携では障害
発生を回避、利用ポリシー制御技
術が確立されていない

サイト間のサービス連携では障害
発生を回避、利用ポリシー制御技
術が確立されていない

サイト間のサービス連携では、俯
瞰的なサービス管理技術が確立
されていない

サイト間のサービス連携では、俯
瞰的なサービス管理技術が確立
されていない サービス

ディレクトリ

サ
イ
ト

管
理
情
報

高付加価値サービスの定義・生
成技術

高付加価値サービスの定義・生
成技術

サービス開発者の生産性向上を
実現

サービス開発者の生産性向上を
実現

高付加価値サービスの実行・制
御技術

高付加価値サービスの実行・制
御技術
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技術開発成果のイメージ

サービス利用者

ネット
ワーク

サービス提供者

サービス監視者

自治体

ガス会社

サービス開発者

サ
ー
ビ
ス

定
義
・
生
成
・登
録

サービス連携

サービス連携

サービス連携

サービス
稼動状況

サービス連携基盤

サイト運用監視・管理基盤

高付加価値サービス定義・生成基盤

⑤サービスを提供しているサイトの構成を監視します。
サイト内のハード/ソフト等のイベント・ログを収集、分析
することで、サイト内での性能のボトルネックの改善支
援を行います。

（各サイトの管理情報を収集・分析）

②引越のワンストップサービ
ス(転入→児童手当→ガス
申込み・・）が利用できます

⑤連携対象のサービスに障害
等が発生した場合の対応を自

動制御します。

③引越に関するサービスを提
供するサービスサイト(自治体、
ガス会社)と連携しワンストップ
サービスを提供します。

④例えば、児童手当のサービスに障害があっ
たことを、サービス稼動状況から把握し、利
用ポリシーに基づき自動的に対処します。
（安定・安全な高付加価値サービスの提供）

住民基本台帳
(転入サービス)

児童手当
(許認可サービス)

ガス申込みサービス

サービス
ディレクトリ

サ
イ
ト

管
理
情
報

①引越サービスのプロセス定義及び
サービスＩＦのプログラム生成を実施
し、サービス連携基盤に登録します。
（高付加価値サービスの定義・生成）
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実証実験スケジュール

• 平成17年度
– 技術開発に着手、体制を整備

– サービス連携技術開発
– 平成18年度の実験に向けた体制整備

• 平成18年度　（次世代地域情報ＰＦ仕様第1版）

– 自治体の公共サービスを題材とした実証実験を実施
– クローズドネットワークでのサービス連携技術開発（要件が比較的緩い）
– 自治体業務のモデリング
– 自治体の協力を得て高付加価値サービス（例：窓口一元化）実証実験を実施
– 次世代地域情報PF仕様の策定

– 実証実験の評価を踏まえた技術開発計画の見直し

• 平成19年度　（次世代地域情報ＰＦ仕様第2版）

– 官民連携サービスを題材とした実証実験を実施
– オープンネットワークでのサービス連携技術開発（要件が厳しい）
– 自治体の協力を得て高付加価値サービス（例：引越しポータル）実証実験を実施
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データ標準化ＷＧとの関係

• 次世代地域情報プラットフォーム技術は、業務モデルの
変更に柔軟に対応できるような設計を指向

• 実証実験においては、実際の自治体サービスに即した
シナリオを用いることを検討中

• 自治政策課と連携をとりながら実験システムを構築する
– 実証実験用に作成する業務モデルをデータ標準化WGに提示
して、WGで議論されることを期待

– データ標準化WGの成果の活用を図る
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自治体情報システムの抜本改革実現までの工程表
自治体情報システムのあるべき姿に向け、現状から次のような段階を経て到達

・官民連携によるワンストップサービ
スなど地域固有の情報サービスの
実現

・プロセス連携の管理方策の検討

・業務上の責任分解点等の整理

・民間のシステムを含めたシステム連
携が可能に

５　プロセスの自動
連携を拡張した
官民連携

・業務システムを最大限活用した業務
の効率化

・業務システムの活用による高付加
価値サービスの実現

・業務プロセスの標準化

・ミドルウェアの開発

・新サービス（窓口の統合など）の検
討

・プロセスの自動連携により、業務の
効率化が可能に

４　プロセスの自動
連携によるシス
テム統合

・電子申請で入力されたデータの再入
力は不要

・システムの共同開発やアウトソーシ
ングが容易に

・業務システムの機能単位及びインター
フェイスの標準化

・電子申請や文書管理等の簡易なプ
ロセス連携が可能に

３　電子申請などを
中心とする簡易
なプロセス連携

・データ資産の一元管理

・新たに導入する業務システムではデー
タベース機能が不要

・統合データベースの構築

・統合データベースを前提としたアプ
リケーションの整備

・データと業務システムの完全分離２　データベース統
合

・どの業務システムからも最新情報を
参照可能

・情報更新時にシステム毎に情報を
入力する手間を省略

・データの標準化

・標準データ形式を用いたデータ連携

・標準化されたデータ連携により、業
務システム間でデータ共有が可能に

１　基幹システムを
中心としたデータ
共有

効果必要事項説明段階
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プラットフォームによる自治体情報システム改革

自治体の規模等に応じて次の３通りが考えられる

都道府県・政令指定都市

大規模市区
（東京都特別区、人口規模の大きな市）

上記以外の市町村

・人口規模が大きい
・団体数が限られる
・業務システムの開発が可能
・業務システムの運用が可能

・人口規模が大きい
・団体数が多い
・業務システムの開発が困難
・業務システムの運用が可能

・人口規模が小さい
・団体数が多い
・業務システムの開発が困難
・業務システムの運用が困難

自治体 自治体の特徴 自治体情報システムの改革方向

個別の業務システムをプラット
フォーム標準仕様対応に作りこ
むことで対応（共同構築・運用は
有効）

プラットフォーム標準仕様に対応
したパッケージソフト（統合デー
タベースを含む）を活用して既存
システムと置き換えることで対応

プラットフォーム標準仕様に対応
した共同アウトソーシングを利用
することで対応

＜連携機能はミドルウェアにプラグイン＞
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